
Ⅰ 貸借対照表（バランスシート） 

1 貸借対照表の概要について 

貸借対照表は、年度末時点における資産・負債・正味財産の金額を表し、町の財

政状態を明らかにするものです。 

町が住民サービスを提供するために保有している財産「資産」とその「資産」を

どのような財源「負債・純資産」で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表で

す。 

「資産」合計額と「負債・純資産」合計額が一致し、左右のバランスがとれてい

ることからバランスシートと呼ばれています。 

左側（借方）の「資産」には、インフラ資産、施設などの有形固定資産といった

使う資産と、税金などの未収金といった回収する資産・基金などがあります。 

右側（貸方）の「負債」には、将来世代が負担する部分として地方債・長期未払

金・短期未払金などがあります。「純資産」は、「資産」と「負債」の差額であり、

現在までの世代が負担した部分となります。 

Ⅱ 行政コスト計算書 

1 行政コスト計算書の概要について 

行政コスト計算書は、4 月 1 日から翌年の 3 月 31 日までの 1 年間に、町が行政

サービスを提供したことに伴う費用と、サービス利用者が直接負担した使用料・手

数料などの収益を表したものです。 

性質別・目的別にコスト面から把握し、これらに要した財源の状況を明らかにす

るためのもので、企業会計の損益計算書にあたります。 

行政コスト計算書は、『経常費用』、『経常収益』、『臨時損失』及び『臨時利

益』で構成されており、これらを差引きしたものが『純行政コスト』になります。 



Ⅲ 純資産変動計算書 
 

1 純資産変動計算書の概要について 

純資産変動計算書は、貸借対照表の【純資産の部】に計上されている各数値が１

年間でどのように増減したかを明らかにするものです。 

【純資産】は、現在までの世代が負担してきた部分となりますので、この 1年間

で現在までの世代が負担してきた部分が増えたのか減ったのかがわかります。 

純資産の変動に加え、それがどういった財源や要因で増減したか、その情報も示

され、受益者負担で賄えなかった行政コストがどのような財源で賄われているのか

がわかるものです。 

 

 

 

 

Ⅳ 資金収支計算書 
 

1 資金収支計算書の概要について 

資金収支計算書は、『業務活動収支』、『投資活動収支』及び『財務活動収支』から

構成されており、歳計現金（資金）の出入りを性質の異なる 3つの区分により表し

たものです。 

現金の流れを示すもので、貸借対照表の歳計現金が 1年間でどのような行政活動

にいくら使ったのかを表すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 表や説明については、表示単位の端数処理（原則として四捨五入）により、合

計等が一致しない場合があります。 



【様式第1号】
平成30年度

一般会計等貸借対照表
(平成31年03月31日現在)

(単位:千円)
科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 17,556,334　固定負債 3,244,466
　　有形固定資産 13,572,411　　地方債 1,983,158
　　　事業用資産 8,767,518　　長期未払金 -
　　　　土地 2,814,280　　退職手当引当金 1,261,307
　　　　立木竹 -　　損失補償等引当金 -
　　　　建物 14,728,056　　その他 -
　　　　建物減価償却累計額 △8,864,377　流動負債 287,634
　　　　工作物 296,057　　1年内償還予定地方債 202,789
　　　　工作物減価償却累計額 △206,498　　未払金 -
　　　　船舶 -　　未払費用 -
　　　　船舶減価償却累計額 -　　前受金 -
　　　　浮標等 -　　前受収益 -
　　　　浮標等減価償却累計額 -　　賞与等引当金 65,055
　　　　航空機 -　　預り金 19,790
　　　　航空機減価償却累計額 -　　その他 -
　　　　その他 - 負債合計 3,532,100
　　　　その他減価償却累計額 -【純資産の部】
　　　　建設仮勘定 -　固定資産等形成分 18,972,304
　　　インフラ資産 4,699,675　余剰分(不足分) △3,340,600
　　　　土地 31,625
　　　　建物 140,828
　　　　建物減価償却累計額 △87,163
　　　　工作物 9,155,657
　　　　工作物減価償却累計額 △4,556,485
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 15,213
　　　物品 211,330
　　　物品減価償却累計額 △106,112
　　無形固定資産 -
　　　ソフトウェア -
　　　その他 -
　　投資その他の資産 3,983,923
　　　投資及び出資金 891,123
　　　　有価証券 -
　　　　出資金 857,123
　　　　その他 34,000
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 -
　　　長期貸付金 7,133
　　　基金 3,085,667
　　　　減債基金 1,099,226
　　　　その他 1,986,441
　　　その他 -
　　　徴収不能引当金 -
　流動資産 1,607,470
　　現金預金 190,162
　　未収金 1,869
　　短期貸付金 1,078
　　基金 1,414,892
　　　財政調整基金 1,414,892
　　　減債基金 -
　　棚卸資産 -
　　その他 -
　　徴収不能引当金 △532 純資産合計 15,631,704

資産合計 19,163,804 負債及び純資産合計 19,163,804



【様式第2号】
平成30年度

一般会計等行政コスト計算書
自 平成30年04月01日
至 平成31年03月31日

(単位:千円)
科目 金額

　経常費用 6,064,927
　　業務費用 4,010,269
　　　人件費 989,656
　　　　職員給与費 832,112
　　　　賞与等引当金繰入額 65,055
　　　　退職手当引当金繰入額 -
　　　　その他 92,489
　　　物件費等 2,995,311
　　　　物件費 2,184,176
　　　　維持補修費 259,398
　　　　減価償却費 551,736
　　　　その他 -
　　　その他の業務費用 25,303
　　　　支払利息 14,334
　　　　徴収不能引当金繰入額 338
　　　　その他 10,630
　　移転費用 2,054,657
　　　補助金等 836,305
　　　社会保障給付 199,558
　　　他会計への繰出金 1,015,344
　　　その他 3,450
　経常収益 643,464
　　使用料及び手数料 154,701
　　その他 488,763
純経常行政コスト 5,421,462
　臨時損失 3,033
　　災害復旧事業費 -
　　資産除売却損 3,033
　　投資損失引当金繰入額 -
　　損失補償等引当金繰入額 -
　　その他 -
　臨時利益 123,114
　　資産売却益 11,061
　　その他 112,053
純行政コスト 5,301,381



【様式第3号】
平成30年度

一般会計等純資産変動計算書
自 平成30年04月01日
至 平成31年03月31日

(単位:千円)

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 15,262,842 18,799,198 △3,536,357
　純行政コスト(△) △5,301,381 △5,301,381
　財源 5,606,199 5,606,199
　　税収等 2,874,486 2,874,486
　　国県等補助金 2,731,713 2,731,713
　本年度差額 304,819 304,819
　固定資産等の変動（内部変動） 109,062 △109,062
　　有形固定資産等の増加 522,395 △522,395
　　有形固定資産等の減少 △554,294 554,294
　　貸付金・基金等の増加 140,961 △140,961
　　貸付金・基金等の減少 - -
　資産評価差額 - -
　無償所管換等 64,044 64,044
　その他 - - -
　本年度純資産変動額 368,862 173,106 195,757
本年度末純資産残高 15,631,704 18,972,304 △3,340,600



【様式第4号】
平成30年度

一般会計等資金収支計算書
自 平成30年04月01日
至 平成31年03月31日

(単位:千円)
科目 金額

【業務活動収支】
　業務支出 5,534,102
　　業務費用支出 3,475,022
　　　人件費支出 992,180
　　　物件費等支出 2,454,069
　　　支払利息支出 14,334
　　　その他の支出 14,440
　　移転費用支出 2,059,079
　　　補助金等支出 836,305
　　　社会保障給付支出 199,558
　　　他会計への繰出支出 1,019,766
　　　その他の支出 3,450
　業務収入 5,589,309
　　税収等収入 2,876,263
　　国県等補助金収入 2,069,835
　　使用料及び手数料収入 154,454
　　その他の収入 488,758
　臨時支出 -
　　災害復旧事業費支出 -
　　その他の支出 -
　臨時収入 -
業務活動収支 55,208
【投資活動収支】
　投資活動支出 864,385
　　公共施設等整備費支出 522,395
　　基金積立金支出 332,767
　　投資及び出資金支出 8,000
　　貸付金支出 -
　　その他の支出 1,223
　投資活動収入 892,355
　　国県等補助金収入 677,541
　　基金取崩収入 202,900
　　貸付金元金回収収入 1,328
　　資産売却収入 10,586
　　その他の収入 -
投資活動収支 27,970
【財務活動収支】
　財務活動支出 201,721
　　地方債償還支出 201,721
　　その他の支出 -
　財務活動収入 100,000
　　地方債発行収入 100,000
　　その他の収入 -
財務活動収支 △101,721
本年度資金収支額 △18,543
前年度末資金残高 188,916
本年度末資金残高 170,372

前年度末歳計外現金残高 12,627
本年度歳計外現金増減額 7,163
本年度末歳計外現金残高 19,790
本年度末現金預金残高 190,162
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